
市町村財政比較分析表(平成16年度決算)
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※類似団体平均を100とした
　ときの比率で表した。

※類似団体とは、人口および産業構造等により全国の市町村を88のグループに分類した結果、
　当該団体と同じグループに属する団体を言う。
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分析欄
※平成18年3月20日に、旧三国町、旧春江町、旧坂井町と合併し、坂井市となった。
●財政力指数
　類似団体平均ほぼ同値の0.61ので、ここ数年著しい変化はみられず、今後税収の回復が見込めることから指数は伸びていく傾向にある。しか
しながら教育施設、道路、公園等の整備計画があることから、緊急に必要な事業を峻別し投資的経費を抑制しながら現在の数値を維持する。
●経常収支比率
　近年扶助費等の義務的経費が増加する中、不景気による税収減で、平成14年度は86.5％、平成15年度は88.5％と90％目前となった。平成16
年度は地方税の復調に加え人件費、物件費、補助費の削減効果により類似団体平均とほぼ同値の86.9％となり、1.6ポイント改善された.。今後
合併後の新坂井市として、さらに民間委託や指定管理者制度の活用により経常経費の削減に努め80％以下となるよう財政構造の弾力性確保
に努める。
●起債制限比率
　平成13年度以降公債費が増加傾向にあり起債制限比率が毎年上昇し、平成16年度は9.3％で類似団体平均を1.7ポイント上回っている。今後
税収および普通交付税等の一般財源と公債費のバランスを図り新規発行の抑制に努める。
●人口1人当たり地方債残高
　地方債残高が毎年上昇傾向にあるものの、類似団体平均とほぼ同値で全国・県内市町村の平均を下回っている。平成16年度末地方債残高
は10,265,323千円で、うち約40％の4,102,129千円は交付税算定の基準財政需要額に算入される見込である。
●ラスパイレス指数
　給与体系の見直しにより、類似団体平均を3.6ポイント、全国町村平均を3.0ポイント下回っており全国的にも低い水準にある。今後合併後の坂
井市においても、さらに給与の適正化を推進する。
●人口1,000人当たり職員数
　平成10年度から保育園を3箇所民営化し、加えて退職勧奨、退職者に対しての補充抑制を行い、平成13年度より25人職員削減を行った。今
後も職員適正化計画において人員の見直しを行う。


